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国
際
財
政
学
会
第
七
一
回
年
次
大
会
に
参
加
し
て

山　

田　

直　

夫

Ⅰ
．
は
じ
め
に

　

本
稿
で
は
、
八
月
二
〇
日
か
ら
二
三
日
に
か
け
て
ア
イ

ル
ラ
ン
ド
の
ダ
ブ
リ
ン
で
開
催
さ
れ
た
国
際
財
政
学
会
の

第
七
一
回
年
次
大
会
に
つ
い
て
報
告
を
行
う
。
国
際
財
政

学
会
（International Institute of Public Finance
：

IIPF

）
は
一
九
三
七
年
に
パ
リ
に
お
い
て
設
立
さ
れ
た

財
政
学
・
公
共
経
済
学
に
関
す
る
国
際
学
会
で
あ
る
。
国

際
財
政
学
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
よ
る
と
、
現
在
五
〇
を

超
え
る
国
々
に
約
八
〇
〇
名
の
会
員
を
有
し
て
い
る
。
年

⑴

次
大
会
（A

nnual Congress

）
は
毎
年
八
月
に
開
催
さ

れ
、
講
演
な
ど
の
プ
レ
ナ
リ
ー
や
個
別
研
究
報
告
が
行
わ

れ
る
ほ
か
に
、
デ
ィ
ナ
ー
な
ど
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
プ
ロ
グ

ラ
ム
も
用
意
さ
れ
て
い
る
。
年
次
大
会
の
リ
ー
フ
レ
ッ

ト
な
ど
に
よ
る
と
、
今
回
は
ダ
ブ
リ
ン
大
学
ト
リ
ニ

テ
ィ
・
カ
レ
ッ
ジ
（T

rinity College, U
niversity of 

D
ublin

）、
ユ
ニ
バ
ー
シ
テ
ィ
・
カ
レ
ッ
ジ
・
ダ
ブ
リ
ン

（U
niversity College D

ublin

）、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
国
立

大
学
メ
イ
ヌ
ー
ス
校
（N

ational U
niversity of 

Ireland, M
aynooth

）
に
よ
る
共
同
開
催
で
あ
る
。
な

お
、
年
次
大
会
の
会
場
は
ダ
ブ
リ
ン
大
学
ト
リ
ニ
テ
ィ
・

⑵
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カ
レ
ッ
ジ
で
あ
る
（
写
真
１
）。

　

本
稿
の
構
成
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
続
く
Ⅱ
節
で

は
、
年
次
大
会
の
概
要
を
説
明
す
る
。
そ
し
て
Ⅲ
節
で
は

筆
者
が
興
味
深
く
感
じ
た
個
別
研
究
報
告
の
内
容
を
紹
介

す
る
。
後
述
す
る
よ
う
に
個
別
研
究
報
告
の
内
容
は
多
岐

に
わ
た
っ
て
い
る
が
、
筆
者
の
関
心
は
企
業
課
税
を
含
む

広
い
意
味
で
の
証
券
税
制
に
あ
る
の
で
、
紹
介
す
る
内
容

が
そ
う
し
た
税
制
に
関
す
る
研
究
に
偏
っ
て
し
ま
う
こ
と

を
予
め
お
断
り
し
て
お
き
た
い
。
最
後
の
Ⅳ
節
で
は
、
来

年
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
の
レ
イ
ク
タ
ホ
で
開
催
さ
れ
る
第
七

二
回
年
次
大
会
に
つ
い
て
触
れ
た
い
。

Ⅱ
．
第
七
一
回
年
次
大
会
の
概
要

　

年
次
大
会
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
概
要
は
図
表
１
の
と
お
り

で
あ
る
。
昨
年
の
年
次
大
会
で
は
初
日
の
午
前
中
に
オ
ー

プ
ニ
ン
グ
・
セ
レ
モ
ニ
ー
が
催
さ
れ
た
が
、
今
大
会
で
は
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午
後
に
設
定
さ
れ
て
い
た
。
以
下
で
は
プ
レ
ナ
リ
ー
、
個

別
研
究
報
告
、
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
分
け
て
説

明
し
て
い
く
。

⑴　

プ
レ
ナ
リ
ー
（P

lenary

）

　

図
表
１
か
ら
わ
か
る
と
お
り
、
今
大
会
で
は
一
日
に
一

つ
ず
つ
、
合
計
四
つ
の
プ
レ
ナ
リ
ー
が
設
け
ら
れ
た
。
プ

レ
ナ
リ
ー
の
数
が
昨
年
の
年
次
大
会
よ
り
一
つ
少
な
か
っ

た
の
だ
が
、
そ
れ
は
初
日
の
ス
タ
ー
ト
が
今
大
会
の
方
が

遅
い
た
め
だ
と
思
わ
れ
る
。

　

図
表
２
は
プ
レ
ナ
リ
ー
の
講
演
者
と
そ
の
論
題
を
示
し

た
も
の
で
あ
る
。
図
表
２
の
最
上
段
は
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス

カ
ッ
シ
ョ
ン
で
、
そ
の
他
の
三
つ
は
講
演
（K

eynote 

Lecture

）
で
あ
る
。
プ
レ
ナ
リ
ー
で
は
共
通
の
テ
ー
マ

が
設
け
ら
れ
る
が
、
今
大
会
の
テ
ー
マ
は
「
グ
ロ
ー
バ
ル

経
済
に
お
け
る
課
税
」（T

axation in a Global 

Econom
y

）
で
あ
る
。
各
プ
レ
ナ
リ
ー
と
も
最
後
に
質
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疑
応
答
の
時
間
が
設
け
ら
れ
て
お
り
、
講
演
者
と
出
席
者

の
間
で
活
発
な
議
論
が
交
わ
さ
れ
た
（
写
真
２
）。

⑵　

個
別
研
究
報
告

　

図
表
１
にW

orking Group Session

と
い
う
記
載

が
あ
る
が
、
こ
れ
が
個
別
研
究
報
告
が
行
わ
れ
る
こ
と
を

示
し
て
い
る
。
こ
こ
か
ら
わ
か
る
と
お
り
、
個
別
研
究
報

告
は
大
会
期
間
中
す
べ
て
の
日
に
行
わ
れ
た
。
写
真
３
は

そ
の
様
子
で
あ
る
。
図
表
３
で
は
一
例
と
し
て
、
二
一
日

の
九
時
〇
〇
分
か
ら
一
一
時
〇
〇
分
に
か
け
て
行
わ
れ
た

W
orking Group Session B

に
お
け
る
各
セ
ッ
シ
ョ
ン

の
タ
イ
ト
ル
を
列
挙
し
、
あ
わ
せ
て
個
別
研
究
報
告
の
本

数
も
掲
載
し
て
い
る
。
各
セ
ッ
シ
ョ
ン
に
は
タ
イ
ト
ル
が

付
け
ら
れ
て
お
り
、
そ
の
タ
イ
ト
ル
に
関
連
す
る
数
本
の

個
別
研
究
報
告
が
行
わ
れ
る
の
で
あ
る
。
よ
っ
て
図
表
３

は
、W

orking Group Session B

で
は
一
三
会
場
で
合

計
五
〇
本
の
個
別
研
究
報
告
が
行
わ
れ
た
こ
と
を
示
し
て
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国際財政学会第七一回年次大会に参加して

い
る
。
図
表
４
は
、
図
表
３
に
あ
るCorporate 

T
axation and Rate-of-Return A

llow
ances

と
い
う

タ
イ
ト
ル
の
セ
ッ
シ
ョ
ン
で
個
別
研
究
報
告
を
行
っ
た
研

究
者
の
氏
名
と
そ
の
論
題
で
あ
る
。
す
べ
て
の
セ
ッ
シ
ョ

ン
の
タ
イ
ト
ル
及
び
個
別
研
究
報
告
の
論
題
、
さ
ら
に
報

告
論
文
は
年
次
大
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
見
る
こ
と
が

で
き
る
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
セ
ッ
シ
ョ
ン
の
総
数
は
九

〇
、
個
別
研
究
報
告
の
本
数
は
三
五
四
で
あ
っ
た
。
昨
年

の
年
次
大
会
の
セ
ッ
シ
ョ
ン
の
総
数
は
一
〇
一
、
個
別
研

究
報
告
の
本
数
は
三
一
一
で
あ
っ
た
の
で
、
個
別
研
究
報

告
の
本
数
は
昨
年
よ
り
増
加
し
て
い
る
。

　

個
別
研
究
報
告
の
内
容
は
、
税
制
、
公
債
、
社
会
保

障
、
地
方
財
政
、
財
政
政
策
な
ど
幅
広
く
、
分
析
手
法
も

理
論
、
実
証
、
事
例
研
究
な
ど
多
様
で
あ
る
。
筆
者
の
印

象
と
し
て
は
、
特
に
法
人
税
に
関
す
る
報
告
が
多
く
、
地

方
財
政
に
関
す
る
報
告
が
少
な
か
っ
た
。

　

ま
た
、
筆
者
は
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
と
呼
ば
れ
る
税
制
に
つ

⑶
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い
て
研
究
を
し
て
い
る
が
、
今
大
会
は
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
に

関
す
る
理
論
研
究
、
実
証
研
究
が
数
多
く
報
告
さ
れ
た
。

筆
者
が
調
べ
た
限
り
で
報
告
論
題
に
Ａ
Ｃ
Ｅ
と
い
う
単
語

が
含
ま
れ
て
い
る
も
の
が
五
本
、
報
告
論
題
に
含
ま
れ
て

い
な
い
が
報
告
要
旨
に
含
ま
れ
て
い
る
も
の
は
三
本
あ
っ

た
。
同
じ
時
間
帯
に
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
に
関
す
る
個
別
研
究

報
告
が
行
わ
れ
る
こ
と
も
あ
り
、
ど
の
報
告
を
聞
く
か
迷

う
こ
と
も
あ
っ
た
。
例
え
ば
、W

orking Group 

Session F 

で
は
、A

nalysing Corporate T
ax Re-

form
s

と
い
う
タ
イ
ト
ル
の
セ
ッ
シ
ョ
ン
で
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人

税
を
考
慮
し
た
実
効
税
率
に
関
す
る
研
究
、Corporate 

T
axation and Investm

ent in the Global Econom
y

と
い
う
タ
イ
ト
ル
の
セ
ッ
シ
ョ
ン
で
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
が
多

国
籍
企
業
の
行
動
に
与
え
る
影
響
に
関
す
る
実
証
研
究
、

T
axation and Capital Structure

と
い
う
タ
イ
ト
ル

の
セ
ッ
シ
ョ
ン
で
イ
タ
リ
ア
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
に
関
す
る

実
証
研
究
と
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
が
資
本
コ
ス
ト
に
与
え
る
影

響
に
関
す
る
理
論
研
究
に
つ
い
て
報
告
が
行
わ
れ
た
。
筆

者
は
会
場
を
移
動
し
な
が
ら
で
き
る
だ
け
多
く
の
個
別
研

究
報
告
を
聞
い
た
。

　

次
の
Ⅲ
節
で
は
筆
者
が
聞
い
た
個
別
研
究
報
告
の
中
か

ら
特
に
興
味
深
く
感
じ
た
、
ベ
ル
ギ
ー
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税

に
関
す
る
実
証
研
究
と
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
が
多
国
籍
企
業
の

行
動
に
与
え
る
影
響
に
関
す
る
実
証
研
究
に
つ
い
て
紹
介

す
る
。

⑶　

ソ
ー
シ
ャ
ル
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
（Social 

P
rogram

m
e

）

　

年
次
大
会
の
中
心
は
も
ち
ろ
ん
プ
レ
ナ
リ
ー
や
個
別
研

究
報
告
で
あ
る
が
、
大
会
期
間
中
は
様
々
な
ソ
ー
シ
ャ

ル
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
用
意
さ
れ
て
お
り
、
参
加
者
が
親
交

を
深
め
る
貴
重
な
機
会
と
な
っ
て
い
る
。
二
〇
日
の
夜
に

は
ウ
ェ
ル
カ
ム
・
レ
セ
プ
シ
ョ
ン
、
二
二
日
の
夜
に
は

デ
ィ
ナ
ー
が
開
催
さ
れ
た
。
ま
た
、
二
一
日
の
午
後
は
エ
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ク
ス
カ
ー
シ
ョ
ン
に
な
っ
て
お
り
、
参
加
者
は
大
学
内
に

あ
る
オ
ー
ル
ド
・
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
に
所
蔵
さ
れ
て
い
る

「
ケ
ル
ズ
の
書
」
を
見
学
し
た
り
し
た
。

Ⅲ
．
個
別
研
究
報
告
の
紹
介

　

前
述
の
よ
う
に
個
別
研
究
報
告
で
は
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税

に
関
す
る
理
論
研
究
、
実
証
研
究
が
数
多
く
報
告
さ
れ

た
。
こ
こ
で
は
そ
の
中
か
ら
、
ベ
ル
ギ
ー
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人

税
に
関
す
る
実
証
研
究
と
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
が
多
国
籍
企
業

の
行
動
に
与
え
る
影
響
に
関
す
る
実
証
研
究
に
つ
い
て
紹

介
す
る
。

　

Ａ
Ｃ
Ｅ
（A
llow

ance for Corporate Equity
）
法

人
税
は
、Institute for Fiscal Studies (1991) 

に
お

い
て
提
案
さ
れ
た
税
制
で
、
税
制
上
の
自
己
資
本
で
あ
る

株
主
基
金
に
み
な
し
利
子
率
を
乗
じ
た
も
の
を
株
式
の
機

会
費
用
と
し
て
課
税
ベ
ー
ス
か
ら
控
除
す
る
。
多
く
の
国

で
採
用
さ
れ
て
い
る
法
人
税
は
負
債
利
子
を
課
税
ベ
ー
ス

か
ら
控
除
す
る
が
、
株
式
の
機
会
費
用
は
控
除
し
な
い
の

で
、
企
業
の
資
金
調
達
行
動
に
対
し
て
非
中
立
的
で
あ
る

と
い
わ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
理
論
的
に
は
企
業
の
投
資
決

定
に
歪
み
を
与
え
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
そ
れ
に
対
し
て

Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
は
企
業
の
資
金
調
達
行
動
や
投
資
決
定
に

対
し
て
中
立
的
で
あ
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人

税
は
単
な
る
提
案
に
と
ど
ま
ら
ず
、
欧
州
を
中
心
に
い
く

つ
か
の
国
で
実
際
に
導
入
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ

が
昨
年
発
表
し
た
声
明
で
は
、
わ
が
国
に
お
い
て
Ａ
Ｃ
Ｅ

法
人
税
導
入
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い

る
。

⑴　

ベ
ル
ギ
ー
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税

　

ド
イ
ツ
の
ラ
イ
ン
・
ウ
ェ
ス
ト
フ
ァ
ー
レ
ン
経
済
研
究

所
（R

heinisch-W
estfälisches Institut für 

W
irtschaftsforschung

：RW
I

）
のN

ils aus dem
 

⑷
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M

oore

氏

は
、Corporate T

axation and Rate-of-

Return A
llow

ances

と
い
う
タ
イ
ト
ル
の
セ
ッ
シ
ョ
ン

で
ベ
ル
ギ
ー
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
に
関
す
る
個
別
研
究
報
告

を
行
っ
た
。
報
告
論
題
はCorporate T

axation and 

Investm
ent – Evidence from

 the Belgian A
CE 

Reform

で
あ
る
。N

ils aus dem
 M

oore

氏
は
昨
年
の

年
次
大
会
で
もT

axes and Corporate Financing 

D
ecisions: E

vidence from
 the B

elgian A
C

E 

Reform

と
い
う
報
告
論
題
で
報
告
を
行
っ
て
い
る
。
昨

年
の
報
告
は
、
ベ
ル
ギ
ー
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
が
ベ
ル
ギ
ー

企
業
の
資
本
構
成
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
与
え
る
の
か
を

実
証
的
に
分
析
し
た
も
の
で
、
大
規
模
企
業
に
は
レ
バ

レ
ッ
ジ
を
引
き
下
げ
る
効
果
が
確
認
で
き
た
が
中
規
模
企

業
と
小
規
模
企
業
に
は
そ
う
し
た
効
果
が
見
ら
れ
な
い
と

い
う
結
論
を
示
し
た
。
今
回
の
報
告
は
ベ
ル
ギ
ー
の
Ａ
Ｃ

Ｅ
法
人
税
が
投
資
に
与
え
る
影
響
を
実
証
的
に
分
析
し
て

い
る
。
以
下
で
は
そ
の
報
告
に
つ
い
て
紹
介
す
る
。

　

N
ils aus dem

 M
oore

氏
は
、
企
業
の
投
資
行
動
に

つ
い
て
以
下
の
よ
う
な
仮
説
を
考
え
た
。
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税

導
入
に
よ
っ
て
企
業
は
税
負
担
が
減
少
し
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ

フ
ロ
ー
が
増
加
す
る
。
そ
れ
に
伴
い
、
中
規
模
企
業
と
小

規
模
企
業
は
投
資
を
増
加
さ
せ
る
が
、
大
規
模
企
業
の
投

資
に
は
変
化
は
な
い
。
こ
の
仮
説
の
背
景
に
は
、
中
規
模

企
業
と
小
規
模
企
業
は
企
業
の
外
か
ら
資
金
調
達
す
る
の

が
困
難
で
あ
る
が
、
大
規
模
企
業
は
中
規
模
企
業
や
小
規

模
企
業
の
よ
う
な
資
金
制
約
に
直
面
し
て
い
な
い
と
い
う

考
え
が
あ
る
。
つ
ま
り
、
中
規
模
企
業
と
小
規
模
企
業
は

資
金
不
足
に
よ
り
投
資
を
行
い
た
く
て
も
行
え
な
い
状
況

に
あ
り
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
が
増
加
す
る
と
そ
れ
を
投

資
に
回
す
と
い
う
の
で
あ
る
。
一
方
、
大
規
模
企
業
は
、

資
金
不
足
で
は
な
く
十
分
に
投
資
を
行
う
こ
と
が
で
き
て

い
る
の
で
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
が
増
加
し
て
も
投
資
に

影
響
し
な
い
と
考
え
て
い
る
の
で
あ
る
。

　

も
し
こ
の
仮
説
が
正
し
け
れ
ば
、D

ifference-in-
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D

ifferences

やT
riple D

ifferences

と
呼
ば
れ
る
統
計

的
手
法
を
用
い
て
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
の
投
資
へ
の
影
響
を
明

ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
そ
こ
で
、N

ils aus dem
 

M
oore

氏
は
、
①
仮
説
が
正
し
い
こ
と
を
示
す
、
②

D
ifference-in-D

ifferences

に
よ
る
分
析
を
行
う
、
③

T
riple D

ifferences
に
よ
る
分
析
を
行
う
、
と
い
う
よ

う
に
三
つ
の
ス
テ
ッ
プ
に
分
け
て
分
析
を
行
っ
て
い
る
。

分
析
に
用
い
ら
れ
て
い
る
デ
ー
タ
は
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
企
業

の
財
務
情
報
に
関
す
る
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
で
あ
る
ビ
ュ
ー

ロ
・
ヴ
ァ
ン
・
ダ
イ
ク
社
（Bureau van D

ijk

）
の
Ａ

Ｍ
Ａ
Ｄ
Ｅ
Ｕ
Ｓ
で
あ
る
。
分
析
対
象
期
間
は
二
〇
〇
〇
年

か
ら
二
〇
〇
八
年
で
あ
る
。
な
お
、
分
析
対
象
企
業
は
製

造
業
の
企
業
で
、
多
国
籍
企
業
や
持
ち
株
会
社
の
影
響
を

除
く
た
め
と
い
う
理
由
で
、
連
結
決
算
の
企
業
は
除
い
て

い
る
。

　

ま
ず
①
に
つ
い
て
は
、
ベ
ル
ギ
ー
の
製
造
業
の
企
業
を

欧
州
委
員
会
の
定
義
を
も
と
に
大
規
模
企
業
、
中
規
模
企

業
、
小
規
模
企
業
に
分
け
、
投
資
比
率
（
投
資
・
総
資
産

比
率
）
を
被
説
明
変
数
と
し
た
回
帰
分
析
を
行
っ
た
。
そ

し
て
、
全
企
業
、
中
規
模
企
業
、
小
規
模
企
業
を
対
象
と

し
た
場
合
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
比
率
（
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ

ロ
ー
・
株
主
資
本
比
率
）
が
プ
ラ
ス
に
有
意
、
大
規
模
企

業
を
対
象
と
し
た
場
合
は
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
比
率
が
有

意
で
は
な
い
こ
と
を
明
ら
か
に
し
、
仮
説
が
正
し
い
こ
と

を
示
し
た
。

　

続
く
②
に
つ
い
て
は
、
政
策
変
更
の
影
響
を
受
け
た
企

業
と
受
け
な
か
っ
た
企
業
の
政
策
変
更
前
後
（
つ
ま
り
二

〇
〇
六
年
の
前
後
）
の
デ
ー
タ
が
必
要
に
な
る
。
そ
こ
で

政
策
変
更
の
影
響
を
受
け
た
企
業
と
し
て
小
規
模
企
業
、

影
響
を
受
け
な
か
っ
た
企
業
と
し
て
大
規
模
企
業
を
取
り

上
げ
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
小
規
模
企
業
を
一
、
大
規

模
企
業
を
ゼ
ロ
と
す
る
ダ
ミ
ー
変
数
と
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税

導
入
以
後
（
つ
ま
り
二
〇
〇
六
年
以
後
）
を
一
、
導
入
以

前
を
ゼ
ロ
と
す
る
ダ
ミ
ー
変
数
を
乗
じ
て
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
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税
導
入
以
後
の
小
規
模
企
業
を
一
と
す
る
変
数
を
作
成
し

て
分
析
を
行
っ
て
い
る
。
そ
し
て
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
導
入

が
小
規
模
企
業
の
投
資
比
率
を
三
％
程
度
引
き
上
げ
る
こ

と
を
明
ら
か
に
し
た
。
ま
た
、
政
策
変
更
の
影
響
を
受
け

た
企
業
と
し
て
中
規
模
企
業
を
取
り
上
げ
同
様
の
分
析
を

行
っ
た
が
、
小
規
模
企
業
を
取
り
上
げ
た
ケ
ー
ス
ほ
ど
明

確
な
結
果
は
得
ら
れ
な
か
っ
た
。

　

最
後
の
③
に
つ
い
て
は
、
政
策
変
更
の
影
響
を
受
け
な

か
っ
た
企
業
と
し
て
フ
ラ
ン
ス
企
業
も
加
え
て
分
析
を

行
っ
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
②
に
ベ
ル
ギ
ー
企
業
を

一
、
フ
ラ
ン
ス
企
業
を
ゼ
ロ
と
す
る
ダ
ミ
ー
変
数
を
追
加

し
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
導
入
以
後
の
ベ
ル
ギ
ー
の
小
規
模
企

業
を
一
と
す
る
変
数
を
作
成
し
て
分
析
を
行
っ
て
い
る
。

し
た
が
っ
て
③
は
②
の
結
果
の
頑
健
性
を
検
証
し
て
い
る

と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。
フ
ラ
ン
ス
企
業
を
取
り
上
げ
た

理
由
と
し
て
は
、
経
済
的
な
面
で
ベ
ル
ギ
ー
と
の
類
似
性

が
高
い
こ
と
、
分
析
対
象
期
間
中
に
法
人
税
率
が
変
更
さ

れ
て
い
な
い
こ
と
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。
そ
し
て
分

析
の
結
果
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
導
入
が
小
規
模
企
業
の
投
資

比
率
を
引
き
上
げ
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。

ま
た
、
中
規
模
企
業
を
対
象
に
同
様
の
分
析
を
行
い
、
小

規
模
企
業
の
ケ
ー
ス
と
同
じ
結
論
を
得
て
い
る
。

　

今
年
と
昨
年
のN

ils aus dem
 M

oore

氏
の
報
告
の

内
容
を
合
わ
せ
る
と
、
図
表
５
の
よ
う
に
ま
と
め
る
こ
と

が
で
き
る
。
つ
ま
り
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
は
大
規
模
企
業
の
資

本
構
成
に
影
響
を
与
え
る
が
、
投
資
に
は
影
響
を
与
え
な

い
。
そ
し
て
、
中
規
模
・
小
規
模
企
業
に
つ
い
て
は
資
本

構
成
に
は
影
響
を
与
え
な
い
が
投
資
に
は
影
響
を
与
え
る

と
い
う
こ
と
に
な
る
。N

ils aus dem
 M

oore

氏
の
一

連
の
研
究
は
、
実
際
に
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
が
ど
の
よ
う
な
効

果
を
持
っ
て
い
る
の
か
を
明
ら
か
に
す
る
と
い
う
点
に
お

い
て
大
変
興
味
深
い
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
厳
密
な
理

論
モ
デ
ル
に
基
づ
い
て
推
計
が
行
わ
れ
て
い
る
と
は
い
え

ず
、
今
後
更
な
る
研
究
の
蓄
積
が
必
要
で
あ
る
と
感
じ
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た
。

⑵　

多
国
籍
企
業
に
対
す
る
影
響

　

ド
イ
ツ
の
ゲ
ー
テ
大
学
（Goethe U

niversity 

Frankfurt

）
のShafik H

ebous

氏
と
テ
ュ
ー
ビ
ン
ゲ

ン
大
学
（U

niversity of T
uebingen

）
のM

artin 

Ruf

氏
は
、Corporate T

axation and Investm
ent 

in the Global Econom
y

と
い
う
タ
イ
ト
ル
の
セ
ッ

シ
ョ
ン
で
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
が
ド
イ
ツ
の
多
国
籍
企
業
に

与
え
る
影
響
に
つ
い
て
個
別
研
究
報
告
を
行
っ
た
。
報
告

論
題
はEvaluating the Effects of A

CE System
s 

on Corporate D
ebt and Investm

ent

で
あ
る
。
以

下
で
は
そ
の
報
告
に
つ
い
て
紹
介
す
る
。

　
Shafik H

ebous

氏
ら
は
、
ド
イ
ツ
の
多
国
籍
企
業
の

関
連
会
社
を
分
析
の
対
象
と
し
て
い
る
。
関
連
会
社
は
世

界
各
国
に
所
在
し
て
い
る
の
で
、
そ
れ
ら
を
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人

税
導
入
国
に
所
在
し
て
い
る
関
連
会
社
と
そ
う
で
は
な
い

⑸

⑹
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関
連
会
社
に
分
け
、
負
債
資
本
比
率
や
投
資
行
動
に
有
意

な
違
い
が
あ
る
か
ど
う
か
を
検
証
し
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
の

効
果
を
分
析
し
て
い
る
。
分
析
に
用
い
ら
れ
て
い
る
デ
ー

タ
は
、
ド
イ
ツ
連
邦
銀
行
の
個
票
デ
ー
タ

（M
icrodatabase D

irect investm
ent

：M
iD

i

）
で
、

分
析
対
象
期
間
は
一
九
九
九
年
か
ら
二
〇
一
一
年
で
あ

る
。

　

Shafik H
ebous

氏
ら
は
分
析
に
入
る
前
に
、
ま
ず
Ａ

Ｃ
Ｅ
法
人
税
導
入
国
に
つ
い
て
整
理
し
て
い
る
。Shafik 

H
ebous

氏
ら
の
報
告
に
よ
る
と
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
導
入
国

は
オ
ー
ス
ト
リ
ア
、
ベ
ル
ギ
ー
、
ブ
ラ
ジ
ル
、
ク
ロ
ア
チ

ア
、
イ
タ
リ
ア
、
ラ
ト
ビ
ア
、
リ
ヒ
テ
ン
シ
ュ
タ
イ
ン
、

ポ
ル
ト
ガ
ル
の
八
か
国
で
、
こ
の
う
ち
現
在
も
制
度
が
存

続
し
て
い
る
と
い
え
る
の
が
、
ベ
ル
ギ
ー
、
ブ
ラ
ジ
ル
、

イ
タ
リ
ア
、
リ
ヒ
テ
ン
シ
ュ
タ
イ
ン
の
四
か
国
で
あ
る
。

ま
た
、
株
主
基
金
に
株
式
の
帳
簿
価
額
を
用
い
て
い
る
国

は
ベ
ル
ギ
ー
、
ク
ロ
ア
チ
ア
、
リ
ヒ
テ
ン
シ
ュ
タ
イ
ン
の

三
か
国
で
あ
り
、
そ
の
他
の
国
は
新
規
の
株
式
の
帳
簿
価

額
な
ど
を
株
主
基
金
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
ス
イ
ス
で
は

五
年
か
ら
七
年
以
内
に
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
を
導
入
す
る
方
向

で
検
討
が
進
ん
で
い
る
こ
と
が
紹
介
さ
れ
た
。

　

分
析
の
主
な
結
果
は
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
導
入
国
に
所
在

す
る
関
連
会
社
は
、
①
負
債
資
本
比
率
を
低
下
さ
せ
て
い

る
、
②
グ
ル
ー
プ
内
貸
付
を
増
加
さ
せ
て
い
る
、
③
自
社

の
固
定
資
産
は
変
化
さ
せ
て
い
な
い
と
い
う
三
点
で
あ

る
。
そ
し
て
以
上
の
分
析
結
果
よ
り
、Shafik H

ebous

氏
ら
は
、
ド
イ
ツ
の
多
国
籍
企
業
が
各
国
の
法
人
税
制
の

違
い
を
最
大
限
利
用
し
て
節
税
を
行
っ
て
い
る
可
能
性
が

高
い
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
。

　

分
析
の
具
体
的
な
内
容
で
あ
る
が
、
関
連
会
社
の
所
在

地
が
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
導
入
国
で
あ
れ
ば
一
、
そ
れ
以
外
を

ゼ
ロ
と
す
る
ダ
ミ
ー
変
数
を
説
明
変
数
に
含
ん
だ
回
帰
分

析
を
行
い
、
前
述
の
①
か
ら
③
の
結
論
を
得
て
い
る
。
例

え
ば
①
に
関
し
て
は
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
が
負
債
資
本
比
率
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を
三
・
五
％
ポ
イ
ン
ト
低
下
さ
せ
る
こ
と
を
示
し
た
。
さ

ら
に
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
導
入
国
を
株
式
の
帳
簿
価
額
を
株
主

基
金
と
す
る
国
（
ハ
ー
ド
タ
イ
プ
）
と
そ
れ
以
外
の
国

（
ソ
フ
ト
タ
イ
プ
）
に
分
け
て
分
析
を
行
い
、
前
者
に
所

在
す
る
関
連
会
社
は
五
％
ポ
イ
ン
ト
、
後
者
に
所
在
す
る

関
連
会
社
は
二
・
五
％
ポ
イ
ン
ト
だ
け
負
債
資
本
比
率
を

減
少
さ
せ
て
い
る
こ
と
を
示
し
た
。
す
な
わ
ち
ハ
ー
ド
タ

イ
プ
の
国
の
方
が
負
債
資
本
比
率
を
よ
り
低
下
さ
せ
て
い

る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。

　

続
い
て
、
ベ
ル
ギ
ー
に
所
在
す
る
関
連
会
社
の
み
に
注

目
し
てD

ifference-in-D
ifferences

に
よ
る
分
析
を
行

い
、
①
か
ら
③
の
結
論
を
得
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
ベ

ル
ギ
ー
で
は
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
が
適
用
さ
れ
る
の
が
法
人
組

織
の
み
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
政
策
変
更
の
影
響
を
受
け
た

グ
ル
ー
プ
と
し
て
法
人
組
織
、
受
け
な
か
っ
た
グ
ル
ー
プ

と
し
て
非
法
人
組
織
を
取
り
上
げ
て
い
る
。
そ
し
て
、
法

人
組
織
を
一
と
す
る
ダ
ミ
ー
変
数
と
Ａ
Ｃ
Ｅ
法
人
税
が
導

入
さ
れ
た
二
〇
〇
六
年
以
降
を
一
と
す
る
ダ
ミ
ー
変
数
を

組
み
合
わ
せ
る
こ
と
で
、
二
〇
〇
六
年
以
降
の
法
人
組
織

を
一
と
す
る
変
数
を
作
成
し
て
分
析
を
行
っ
て
い
る
。
さ

ら
に
、Synthetic Control M

ethod

と
呼
ば
れ
る
手
法

を
用
い
て
分
析
を
行
い
①
か
ら
③
の
結
果
を
得
て
い
る
。

つ
ま
り
三
つ
の
異
な
る
方
法
で
分
析
を
行
い
、
同
じ
結
論

を
導
出
し
た
の
で
あ
る
。

Ⅳ
．
第
七
二
回
年
次
大
会
に
つ
い
て

　

次
回
の
第
七
二
回
年
次
大
会
は
、
二
〇
一
六
年
八
月
に

ア
メ
リ
カ
合
衆
国
の
レ
イ
ク
タ
ホ
（Lake T

ahoe

）
で

開
催
さ
れ
る
予
定
に
な
っ
て
い
る
。
キ
ー
ノ
ー
ト
及
び
パ

ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
の
テ
ー
マ
は
「
ア
ン
ト
レ
プ
レ

ナ
ー
シ
ッ
プ
と
公
共
政
策
」（Entrepreneurship and 

Public Policy

）
で
あ
る
。
詳
細
に
つ
い
て
は
ま
だ
明
ら

か
に
さ
れ
て
い
な
い
が
、
次
回
も
広
い
意
味
で
証
券
に
関
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わ
る
分
野
に
つ
い
て
最
新
の
研
究
成
果
が
報
告
さ
れ
る
も

の
と
思
わ
れ
る
。
な
お
、
そ
の
次
の
第
七
三
回
年
次
大
会

は
二
〇
一
七
年
八
月
に
東
京
で
開
催
さ
れ
る
予
定
に
な
っ

て
い
る
。

（
注
）

⑴　

http://w
w

w
.iipf.net/index.htm

⑵　

http://w
w

w
.iipf.net/IIPF_leaflet_2015.pdf

⑶　

https://w
w

w
.conftool.pro/iipf2015/sessions.php

⑷　

二
〇
一
四
年
対
日
四
条
協
議
終
了
に
あ
た
っ
て
の
Ｉ
Ｍ
Ｆ
代
表
団

声
明

⑸　

正
式
に
は
ヨ
ハ
ン
・
ヴ
ォ
ル
フ
ガ
ン
グ
・
ゲ
ー
テ
大
学
フ
ラ
ン
ク

フ
ル
ト
・
ア
ム
・
マ
イ
ン
で
あ
る
。
フ
ラ
ン
ク
フ
ル
ト
大
学
と
呼
ば

れ
る
こ
と
も
あ
る
。

⑹　

正
式
に
は
エ
バ
ー
ハ
ル
ト
・
カ
ー
ル
大
学
テ
ュ
ー
ビ
ン
ゲ
ン
で
あ

る
。
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